
貸  借  対  照  表

（単位：百万円）
第 １ ２ ７ 期 第 １ ２ ６ 期

平成15年3月31日現在 平成14年3月31日現在
金  額 構成比 金  額 構成比 （△印  減）

（資  産  の  部） ％ ％

 流   動   資   産 117,087 39.1 116,642 38.3 445
現 金 及 び 預 金 253 713 △ 460
受 取 手 形 2,371 2,138 233
売 掛 金 79,748 82,979 △ 3,231
製 品 14,357 13,640 717
原 材 料 4,981 5,241 △ 260
仕 掛 品 8,254 5,599 2,655
貯 蔵 品 1,026 1,073 △ 47
前 渡 金 41 228 △ 187
前 払 費 用 368 387 △ 19
繰 延 税 金 資 産 1,676 1,475 201
短 期 貸 付 金 26 35 △ 9
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 705 614 91
未 収 入 金 3,362 2,679 683
そ の 他 220 228 △ 8
貸 倒 引 当 金 △ 306 △ 392 86

 固   定   資   産 182,415 60.9 188,217 61.7 △ 5,802
有 形 固 定 資 産 82,601 80,029 2,572

建 物 22,432 22,218 214
構 築 物 2,372 2,319 53
機 械 装 置 36,000 34,792 1,208
車 両 運 搬 具 463 451 12
工 具 器 具 備 品 5,976 5,748 228
土 地 10,616 9,707 909
建 設 仮 勘 定 4,738 4,791 △ 53

無 形 固 定 資 産 3,273 3,303 △ 30
ソ フ ト ウ ェ ア 3,179 3,195 △ 16
施 設 利 用 権 63 74 △ 11
そ の 他 29 33 △ 4

投資その他の資産 96,541 104,884 △ 8,343
投 資 有 価 証 券 38,510 53,456 △ 14,946
関 係 会 社 株 式 36,843 34,457 2,386
出 資 金 36 50 △ 14
関 係 会 社 出 資 金 1,480 1,480 －
長 期 貸 付 金 85 88 △ 3
従 業 員 長 期 貸 付 金 69 98 △ 29
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 504 734 △ 230
長 期 前 払 費 用 2,703 3,234 △ 531
繰 延 税 金 資 産 14,391 9,746 4,645
そ の 他 2,703 2,355 348
貸 倒 引 当 金 △ 788 △ 816 28

  資    産    合    計   299,502 100.0 304,860 100.0 △ 5,358

増   減期 別
科 目
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（単位：百万円）
第 １ ２ ７ 期 第 １ ２ ６ 期

平成15年3月31日現在 平成14年3月31日現在
金  額 構成比 金  額 構成比 （△印  減）

（負  債  の  部） ％ ％
 流   動   負   債 136,795 45.7 122,472 40.1 14,323

支 払 手 形 10,794 12,010 △ 1,216
買 掛 金 26,837 28,512 △ 1,675
一 年 内 償 還 社 債 20,000 － 20,000
コマーシャルペーパー 14,000 2,000 12,000
短 期 借 入 金 33,471 41,174 △ 7,703
一年内返済長期借入金 1,256 10,153 △ 8,897
未 払 金 2,603 2,044 559
未 払 費 用 11,397 11,225 172
未 払 法 人 税 等 4,103 3,160 943
預 り 金 7,622 9,074 △ 1,452
固定資産購入支払手形 4,241 2,952 1,289
そ の 他 468 163 305

 固   定   負   債 36,070 12.0 55,073 18.1 △ 19,003
社 債 10,000 30,000 △ 20,000
長 期 借 入 金 8,963 1,749 7,214
退 職 給 付 引 当 金 16,291 22,548 △ 6,257
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 502 458 44
預 り 保 証 金 312 316 △ 4

  負    債    合    計   172,866 57.7 177,546 58.2 △ 4,680
（資  本  の  部）

 資      本      金 － － 38,909 12.8 △ 38,909
 資  本  準  備  金 － － 31,892 10.5 △ 31,892
 利  益  準  備  金 － － 8,653 2.8 △ 8,653
 そ の 他 の 剰 余 金 － － 30,123 9.9 △ 30,123

配 当 引 当 積 立 金 － 700 △ 700
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 － 1,993 △ 1,993
特 別 償 却 準 備 金 － 220 △ 220
海外投資等損失準備金 － 4 △ 4
別 途 積 立 金 － 14,900 △ 14,900
当 期 未 処 分 利 益 － 12,305 △ 12,305

 その他有価証券評価差額金 － － 17,743 5.8 △ 17,743
 自   己   株   式 － － △ 7 0.0 7

  資    本    合    計   － － 127,314 41.8 △ 127,314
 資      本      金 38,909 13.0 － － 38,909
 資  本  剰  余  金 31,892 10.7 － － 31,892

資 本 準 備 金 31,892 － 31,892

 利  益  剰  余  金 44,715 14.9 － － 44,715
利 益 準 備 金 8,653 － 8,653
配 当 引 当 積 立 金 700 － 700
固定資産圧縮特別勘定積立金 644 － 644
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 2,074 － 2,074
特 別 償 却 準 備 金 217 － 217
海外投資等損失準備金 4 － 4
別 途 積 立 金 21,400 － 21,400
当 期 未 処 分 利 益 11,022 － 11,022

 その他有価証券評価差額金 11,186 3.7 － － 11,186
 自   己   株   式 △ 67 0.0 － － △ 67

  資    本    合    計   126,635 42.3 － － 126,635
負 債 及 び 資 本 合 計 299,502 100.0 304,860 100.0 △ 5,358

増   減
科 目

期 別
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損  益  計  算  書

（単位:百万円）
第 １ ２ ７ 期 第 １ ２ ６ 期

                期  別 自平成14年4月 1日 自平成13年4月 1日
科  目 至平成15年3月31日 至平成14年3月31日

金   額 百分比 金   額 百分比

226,921 100.0  227,245 100.0  △ 324

161,688 71.3   160,054 70.4   1,634

65,233 28.7   67,190 29.6   △ 1,957

50,288 22.1   50,001 22.0   287

14,944 6.6    17,188 7.6    △ 2,244

2,141 1.0    2,430 1.1    △ 289
受 取 利 息 69 138 △ 69
有 価 証 券 利 息 50 14 36
受 取 配 当 金 838 827 11
受 取 賃 貸 料 292 289 3
為 替 差 益 － 481 △ 481
そ の 他 890 679 211

2,869 1.3    4,481 2.0    △ 1,612
支 払 利 息 742 914 △ 172
社 債 利 息 619 710 △ 91
コマーシャルペーパー利息 5 3 2
た な 卸 資 産 処 分 損 277 1,383 △ 1,106
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － 659 △ 659
為 替 差 損 802 － 802
そ の 他 423 809 △ 386

14,216 6.3    15,138 6.7    △ 922

特  別  利  益 2,600 1.1    1,921 0.8    679
固 定 資 産 売 却 益 1,656 1,921 △ 265
投資有価証券売却益 810 － 810
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 133 － 133

特  別  損  失 1,760 0.8    1,631 0.7    129
固定資産廃棄売却損 491 885 △ 394
投資有価証券評価損 1,186 405 781
ゴルフ会員権評価損 82 23 59
出 資 金 評 価 損 － 210 △ 210
関係会社出資金評価損 － 106 △ 106

15,056 6.6    15,428 6.8    △ 372

6,731 3.0    5,717 2.5    1,014

272 0.1    728 0.3    △ 456

8,053 3.5    8,983 4.0    △ 930

2,968 3,322 △ 354

11,022 12,305 △ 1,283

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

売 上 総 利 益

営 業 利 益

金  額

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

当 期 未 処 分 利 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

増  減
(△印 減)
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貸借対照表注記事項

第１２７期（平成15年3月31日現在） 第１２６期（平成14年3月31日現在）

注（１）有形固定資産の減価償却累計額 注（１）有形固定資産の減価償却累計額

百万円 百万円

注（２）保証債務 百万円 注（２）保証債務 百万円

上記には、経営指導念書等によるもの 上記には、経営指導念書等によるもの
（1,053百万円）が含まれている。 （4,868百万円）が含まれている。

注（３）関係会社に係る注記 注（３）関係会社に係る注記

  区分掲記されたもの以外で各科目に含まれ   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれ
ている関係会社に対するものは、下記のとお ている関係会社に対するものは、下記のとお
りである。 りである。

百万円 百万円

注（４）期末日満期手形の会計処理

  期末日満期手形の会計処理については、手
形満期日をもって決済処理している。なお、
当事業年度の末日は金融機関が休日であった
ため、次の期末日満期手形が期末残高より除
かれている。

百万円136
1,556

354

受 取 手 形
支 払 手 形
固定資産購入

支 払 手 形

預 り 金 7,260

支 払 手 形 1,654
買 掛 金 898

受 取 手 形 369
売 掛 金 61,942

8,467

受 取 手 形
売 掛 金
支 払 手 形
買 掛 金
預 り 金

281
63,144
1,768

917

264,051 257,696

80,37865,021
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損益計算書注記事項

自 平成14年4月 1日 自 平成13年4月 1日
至 平成15年3月31日 至 平成14年3月31日

注（１）販売費及び一般管理費の主な明細 注（１）販売費及び一般管理費の主な明細

百万円 百万円

注（２）固定資産売却益のうち主なもの 注（２）固定資産売却益のうち主なもの

百万円 百万円

注（３）固定資産廃棄売却損のうち主なもの 注（３）固定資産廃棄売却損のうち主なもの

百万円 百万円

注（４）関係会社との取引に係る注記 注（４）関係会社との取引に係る注記

  各科目に含まれている関係会社との取引に   各科目に含まれている関係会社との取引に
係るものは、下記のとおりである。 係るものは、下記のとおりである。

百万円 百万円

608機 械 装 置 252
土 地 103

土 地 1,653

917
1,123

退 職 給 付 費 用
減 価 償 却 費

保 管 費
宣 伝 費

3,725
6,070

拡 販 費
従業員給料手当

4,333
6,133

780
1,166

7,330
11,407
3,025
5,306

第１２７期 第１２６期

7,504
10,774

販 売 手 数 料
荷 造 運 送 費

136,963
126

退 職 給 付 費 用
減 価 償 却 費

売 上 高

土 地 1,915

工具器具備品 218
機 械 装 置

377
269

受 取 利 息
受 取 配 当 金

48
売 上 高
受 取 利 息

310

136,258

276
受 取 配 当 金
受 取 賃 貸 料 受 取 賃 貸 料

工具器具備品 94

販 売 手 数 料
荷 造 運 送 費
保 管 費
宣 伝 費
拡 販 費
従業員給料手当

3,026
5,753
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重要な会計方針

1.有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

(ｲ) 時価のあるもの       期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定している。）

(ﾛ) 時価のないもの 移動平均法による原価法

2.デリバティブの評価基準及び評価方法 時価法

3.たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品､原材料､仕掛品及び貯蔵品 移動平均法による原価法

4.固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

建物及び尾道工場の有形固定資産 定額法

上記以外の有形固定資産 定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建物及び構築物 5 年～50 年

機械装置及び工具器具備品 2 年～10 年

 (2) 無形固定資産

定額法を採用している。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能

期間（5 年）に基づく定額法によっている。

5. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

している。

6.引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

受取手形、売掛金等の債権に対する貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上している。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。

なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することと

している。

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。
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7.リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては､通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている｡

8.その他財務諸表作成のための重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は､税抜方式によっている｡

(2) 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準

当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」を適用している。この変更に

伴う損益に与える影響は軽微である。

なお、当期から貸借対照表の資本の部については、改正後の財務諸表等規則により作成して

いる。

(3) １株当たり情報

当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」および「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」を適用している。
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（リース取引関係） （単位:百万円）
第 １ ２ ７ 期 第 １ ２ ６ 期

項         目 自平成14年4月 1日 自平成13年4月 1日
至平成15年3月31日 至平成14年3月31日

1. ﾘｰｽ物件の所有権が借主に 1. ﾘｰｽ物件の取得価額相当額､減価 1. ﾘｰｽ物件の取得価額相当額､減価
移転すると認められるもの 償却累計額相当額及び期末残高相 償却累計額相当額及び期末残高相
以外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引 当額 当額

減価償却 減価償却
累計額 累計額
相当額 相当額

(注)取得価額相当額は､未経過ﾘｰｽ (注)取得価額相当額は､未経過ﾘｰｽ
 料期末残高が有形固定資産の期  料期末残高が有形固定資産の期
 末残高等に占める割合が低いた  末残高等に占める割合が低いた
 め､支払利子込み法により算定し  め､支払利子込み法により算定し
 ている｡  ている｡

2. 未経過ﾘｰｽ料期末残高相当額 2. 未経過ﾘｰｽ料期末残高相当額

1年内 748 1年内 613
1年超 2,420 1年超 620
合 計 3,168 合 計 1,233

(注)未経過ﾘｰｽ料期末残高相当額 (注)未経過ﾘｰｽ料期末残高相当額
 は､未経過ﾘｰｽ料期末残高が有形  は､未経過ﾘｰｽ料期末残高が有形
 固定資産の期末残高等に占める  固定資産の期末残高等に占める
 割合が低いため､支払利子込み  割合が低いため､支払利子込み
 法により算定している｡  法により算定している｡

3. 支払ﾘｰｽ料及び減価償却費相当額 3. 支払ﾘｰｽ料及び減価償却費相当額

支払ﾘｰｽ料 766 支払ﾘｰｽ料 837
減価償却費相当額 766 減価償却費相当額 837

4. 減価償却費相当額の算定方法 4. 減価償却費相当額の算定方法
  ﾘｰｽ期間を耐用年数とし､残存   ﾘｰｽ期間を耐用年数とし､残存
価額を零とする定額法によって 価額を零とする定額法によって
いる｡ いる｡

2. ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ･ﾘｰｽ取引 1. 未経過ﾘｰｽ料 1. 未経過ﾘｰｽ料

1年内 50 1年内 21
1年超 27 1年超 32
合 計 77 合 計 54

（有価証券）

         子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 該当なし

工具器具備品 2,901 1,702 1,199

車両運搬具 77 42 34
車両運搬具 72 33 39

取得価額
相当額

期末残高
相当額

取得価額
相当額

期末残高
相当額

工具器具備品 2,502 1,473 1,029
合  計 4,730 1,561 3,168

機械装置 2,155 55 2,099

合  計 2,978 1,744 1,233
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利 益 処 分 計 算 書
（単位：百万円）

第１２７期(案) 第１２６期
自平成14年4月 1日 自平成13年4月 1日
至平成15年3月31日 至平成14年3月31日

△

計 △

これを下記のとおり処分
いたしたいと思います。

１株につき８円 １株につき６円

（うち監査役賞与金） ) ) )

△
△

△

部  門  別  売  上  高
（単位：百万円）

第１２７期 第１２６期 増  減（△印 減）

自平成14年4月 1日 自平成13年4月 1日
至平成15年3月31日 至平成14年3月31日

△ △

△ △

△ △

合      計 △ △

内  輸  出

（注） ＭＢはマルチプル・ビジネス（多角化し、拡大する事業）の略

226,921

56,234

164,253

46,219

16,449

62,668

タ イ ヤ

工 業 品

航 空 部 品

小 計

Ｍ
 
Ｂ

海外投資等損失準備金取崩額

683

15

644

( 4

配 当 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

役 員 賞 与 金

固定資産圧縮特別勘定積立金

1,157

当 期 未 処 分 利 益

固定資産圧縮積立金取崩額
固定資産圧縮特別勘定積立金取崩額

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額

5,654

2,000 6,500

644

－ 644

75 60

3

11,993

2,686

4,500

630

2,968

( 1

28
0

5

1,506

18
0

2,738

( 5

1,283

349

12,305

268

49
0

12,623

2,055

－

1

46
－

11,022

273

52
1

644

特 別 償 却 準 備 金
海外投資等損失準備金

次 期 繰 越 利 益

別 途 積 立 金

3,131

1,219

2,235

3,454

227,245

52,937

324

3,297

0.1

6.2

161,122

47,438

1.9

2.6

12.0

5.2

18,684

66,122

科 目

部 門 金 額 率

増  減
（△印 減）

期 別

期 別
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　　　　　役　　員　　の　　異　　動（平成１５年６月２７日付）

（１）新任取締役候補

取　締　役 　　細　矢　　　廣 （ＭＢ生産技術部長）

取　締　役 　　伊　沢　俊　夫 （タイヤ生産技術部 部長）

取　締　役 　　水　本　康　博 （ﾖｺﾊﾏﾀｲﾔｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ副社長）

（注）（　　　）内は現職

（２）退任予定取締役

専務取締役 　　内　藤　昌　朗 （横浜ハイデックス株式会社取締役会長留任）

常務取締役 　　岡　本　和　雄 （株式会社ﾖｺﾊﾏﾃｸﾉﾘｻｰﾁ代表取締役社長に就任予定）

取　締　役 　　菊　池　雄　三 （株式会社浜ゴム保険サービス代表取締役社長に就任予定）

（３）昇　　　格

代表取締役副社長 　　鈴　木　久　雄 （代表取締役専務）

専務取締役 　　南　雲　忠　信 （常務取締役）

常務取締役 　　溝　口　徹　也 （取　締　役）

常務取締役 　　佐　藤　立　丞 （取　締　役）

以上
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